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国立 大学における学内資金配 分に関する実証的研 究
一一11大学 における重点的 ・競争的資金配分 に注 目して一

島一則（国立学校財務センタ
ー

）

1．研究の 背景と 目的

　平 成 16 年度 の 国立大 学 の 法人 化 に と もない 、国立 大

学財政は ライ ン ア イ テ ム ・バ ジ ェ ッ ト方式か らブ ロ ッ ク

グ ラ ン ト方式に 変更 され る 。 こ の こ とは、各国立 大 学に

お け る学内資金配 分 の あ り方 に も 大 き な 影 響 を及 ぼ す

もの と考え られ る 。 これ らの 学内資金配分の あ り方に 関

す る検 討 は、今 後 の 国立大 学法人の あ り方を考え る上 で

も、も っ と も重 要 な作業 の
一

つ で ある。そ こ で 、本報告

で は、法人化後 の 学内資金配分 の 前提 となる 現在 の 学内

資金 配分の 実態 （本報告で は焦点を重点的 ・競争的資金

配分に あ て る）につ い て 実証的 に検討 し、法 人化 後の あ

り方 につ い て の 含意を得 る こ と を 目的 とす る。

2．先 行研究 の 整理 と本研究の 課題

　欧米 に おい て は、学内資金配分 に 関す る研究 にっ い て

の 蓄 積 が 進 ん で い る が （McPherson，　Schapiro 　 and

Winston　（1997，）　Massy　θ 亡．　aJl 　（2001）　，RQdas　〔2001）

等）、一
方 日本 で は 、 学内資金 配 分 に 関す る研究 は そ の

数 が 限 られ てい る。こ の うち国立 大 学 の 学 内資金 配分 に

つ い て は、そ の 主 要 な もの と して 山 本 （2003a，b）が あ

げ られ る。μ」本 （2003a） で は、国立 大 学 の 法人化をふ

ま えた 大 学間
・
内資金配分の 方式に つ い て、主と して 理

論的な 観点か ら、欧米に おける 先行研究を含めて 検討が

され て い る。ま た 、山本 （2003b）で は、学内資金 配 分

に 関す る数少ない 実証的な研究 と して、本部等共 通 経費

に 注 目 して 、規模 の 経済 。範囲 の 経済に つ い て の 検討が

な されて い る。しか し なが ら、国立 大学に お け る学内資

金 配分に 関す る研究 は い ま だ そ の 蓄積 が十 分で な く、本

研 究は、上 記 の 先行研究をふ ま え、（1）国立 大学財政の

概 要 （4 節 1項） を お さえ た うえで 、実証 的な観点か ら

（2）国立 大学の 学内資金配分 に 関す るモ デル を 提示 し

（4 節 2 項 ）、（3）重 点 ・
競争的資金配分の 実態 （拠出方

法 ・配 分方法 ・配 分結果） （5 節）を 明らか に す る。そ の

うえ で、（4）以 上 の 知 見 を整 理 し、法人化 に 向けて の 学

内 資金配分 の あ り方に つ い て の 含意 を ま と め （6 節）、（5）

最後 に 本 分析 の 限界 と今後 の 課題 につ い て整理 す る （7

節）。

3．データと方法

　本分析 で 利用す るデ
ー

タ と して、国 立 大 学財 政 の 概 要

（4 節 1 項） につ い て は、文部科学省 「国立学校特別 会

計 　予算額事項別 表 」（平成 14年度）を利 用 す る。ま た、

国 立大学 の 学内資金配 分 モ デル の 提 示 （4 節 2 項〉、重

点 的 ・競争的資金配分の 実態 （5 節） に つ い て は、平成

14 年 9 月 3 日〜9 月 6 日、平成 14年 9 月 9 日
〜12 日、

平成 15年 2 月 26 日〜28 日まで の 、11校 の 国立 大学 へ

の 訪問調 査結果 を利 用 す る。こ れ らの 大 学属性 を吉 田 に

よ る分類 （吉 凪 2001） に応 じて ま とめ る と、下記 の 表

の よ うに な る （表 1）。

表 1 訪 問調査 対象校整 理 表

　ま た、上 記 の 訪 問 調査 対 象 者 は主 と し て 経理 部主 計課

の 課 長
・係長 で あ り、学 内資金配分 に関す る学内資料 の

提 供 とそ れ に つ い て の 説明を受け る形 で の イ ン タ ビ ュ

ー
調査 を実施 した。
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4．国 立 大 学 にお ける学 内 資金 配 分モ デ ル

　国立 大学の 学 内 資金配分の 前提 となる国立 大学財政

の 概 要 に つ い て 、ご く簡単に ふ れ る こ と とす る 。

4．1．国立 大学財政 の 概要

　 国立 大学財政 の 中心 となる の は、国立 学校特別 会計関

連分 で あ る。平成 14 年度 の 国立学校特別 会計の 歳入 ・

歳出予算 は 2 兆 7829 億円となっ て お り、歳入 内訳 の 主

要 部分 と しは、（項 ）
一
般会計 よ り 受入 れ 1 兆 5453 億 円

（55，5％）、（項）附属病院収入 5862 億円 （21．1％）、（項）

授 業料及び 入 学検定料 3479 億 円 （12，5％）。 歳 出 内訳 と

して は （項）国立 学校 1 兆 5700 億 円 （56 ．4 ％）、（項）

大 学 附 属 病 院 6226 億 円 （22．4％）、（項）研究所 1901

億円 （6．8％） とな っ て い る。

　附属 病 院 ・
附置研 究 所は 別の 機会 に 取 り上 げる こ と と

し て 、（項）国立大学 に 注 目す る と、そ の 歳出の うち、

国立学校管理 に 必 要 な経費 が 、1 兆 1338 億 円 （72，2％）、

研 究教育に必 要 な経費 が 3544 億円 （22，6％） とな っ て

い る。さ らに、研 究 教育 に必 要な 経費 の うち、主要 な経

費 と して 教育研究基盤校費 1899 億 円 （53，5％ ）、特別教
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育研究経費 622 億円 （17，6％） が あ げられ る。

　以 上 の 国立 学校特別 会計 の ほ か に 、文部科学省
一

般会

計 分 と して 、文部科 学省 ・
日本学術振興 会の 科学研 究費

補助金 1703 億 円 （公 立私 立含）や戦略的総合研 究推進

事業 （科学技術振興事業団）427 億 円、科学技術振興調

整費 （文 部科学省）365億 円、21 世 紀 COE プロ グラ ム

（研 究拠 点形成費補助金）182 億 円 な どが あげ られ る。

こ の 他 に も他省庁 の 科学研究費 （厚生労働省の 厚生労働

科 学 研 究 費補 助 金 等 ） が 存在 す る。

4．2．学内資金 配 分モデル

　以 上 の マ ク ロ レ ベ ル で の 国立 大 学 財 政 を前提 と した 、

国立 大 学 にお け る学内資金 配 分 の モ デル を提 示 す る （図

1）。 な お、こ の モ デル は 11 校に対す る訪問調査 結果 を

ふ ませ て 作成した も の で あ る。

　それで は こ の モ デ ル に つ い て の 説明を行 うこ と とす

る。ま ず、国立 学校特別会計分 につ い て で あ るが 、これ

らは文部科学省 か ら、  本部等 （事務局 ・図書館 ・各種

セ ン タ ー等）に 直接 配 分され る 経費 （国立学校管理 に 必

要な経費等）、  本部を媒介 し て 部局に 配分され る経費

（教育研究基盤校費等）、  部 局 に 直接配 分 され る経費

（特 別 教育研 究経費等）の 三 つ に 分 類 され る。こ の うち

本部を媒介 して部局 に配分 され る経費 （  ）の うちか ら、

全学的 に 必 要 となる本部等共通 経費 （控除分）や 重点競

争的経費 （控除分）が控除され、残 りが各部局 に配分 さ

れ る こ と と な る （  ）。なお 、以 上 に み られ る本部 か ら

各部局への 配分 をこ こ で は部 局 間資金配分 と呼ぶ こ と

とす る。

　次 に、部局に 直接配分され る経費 （  ）と本部等共通 ・

重点競争配 分経費 （控除分）控除後 に部局 に配分され た

経費 （  ） （も し く は後 者 の み ） か ら、部 局 等 共 通 経 費

（控除分）や部局 重点競争経費 （控除分） に の 経費の

有無 は 大学 ・学部 に よ っ て 異 な る）が控 除 され、残 りが

各教官に 配 分 され る （  ）。な お、こ こ で は以上 にみ ら

れ る各部局か ら各教官 へ の 配分 を部局内 資金配分 と呼

ぶ こ と とす る。

　次 に、文 部科学省
・

日本学術振興会の 科学研究費補助

金 に代表 され る外 部資金 につ い て 述べ る。これ らの 外 部

資金 は、そ の 資金 の 特性 に よ り、部局横断的 に配分 され

る もの 、部 局 に配 分 され る もの 、研 究者 個人 に配 分 され

る もの とそ の ケース は 多様 で あ る （  ）。ま た こ れ らの

うち、大 規模な外部資金 に つ い て は、間接経費 が 本 部 と

各部局に 配分され る （  ）。

　 さ らに、本 報 告 の 中心課 題 とな る重 点競 争的 経費 に つ

い て説 明 す る。全学 レベ ル の 重 点競争的経費と して は、

  本部等に 直接配分 され る経費の うちの 教育改善推進

経費 （い わ ゆ る学長裁量経費）、  本部を媒介 し て 部局

に配 分され る経費か ら控除され る重点競争 （控除分）、

  外部資金 の 間接経費 に よ る もの が あ る。以 下 の 分析 で

は、こ の うち重点競争資金 腔 除分〉 に つ い て 検討 して

い く こ と とする。なお、以 上に み られ る外部資金 も含め

た、部局 問 ・内 ・外部資金配 分 を総 じ て 、学内資金配分

と呼 ぶ こ と とす る 。

図1 国立大学学 内資金 配分モ デル

5厘 点的・競争 的 資金 配 分 の 実態

6知 見 の 整理と含意

7．本分 析 の 限界 と今 後課題

（以上 につ い て は 学 会 発 表 時 に報 告 ）
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